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1. 総則 

本仕様書は、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下、「JAXA」という。）が請負わせる、「2020

年度下期～2022年度上期 プロジェクト技術情報管理運用支援業務」について定める。 

 

2. 目的 

本業務は、JAXA 職員が作成または取得したプロジェクト技術情報の紙文書または電子ファイル(以下、こ

れらをまとめて「文書」という。)を、各プロジェクトで蓄積・管理し、全社的に有効に活用するための環境を整

備することにより、職員の業務の効率化を図ることを目的とする。 

 

3. 適用文書等 

3.1. 適用文書 

次の文書は、原則として本仕様書で規定した範囲内でその一部をなすものとする。以下の文書は契約時

の最新版を適用することとする。 

 

3.1.1. 本業務の手順書等 

(1) プロジェクト情報管理システム（PIMS）を使用した文書管理の手順書等 

① JAXA 管理文書「平成 30 年度 JAXA 文書管理運用支援業務」（JX-PSPC-502070）、「平成 31 年

度 JAXA文書管理運用支援業務」(JX-PSPC-512928)」、契約提出文書（6項の各手順及び業務報

告を記載） 

・ 業務実施手順書 

・ 業務報告書 

(2) プロジェクト情報管理システム（PIMS）の利用手順書等 

JAXA管理文書「平成 27年度プロジェクト情報管理システム(PIMS)の維持・改善 (JX-PSPC-417403D)」

契約提出文書（エラー! 参照元が見つかりません。、エラー! 参照元が見つかりません。項の操作方法

を記載） 

・ 利用者マニュアル 

・ 管理者マニュアル 

 

3.1.2. 文書管理の規程・要領等 

(1) 「文書管理規程」規程第 15-21号  

(2) 「情報セキュリティ規程」規程第 28-73号  

(3) 「情報セキュリティ対策基準」通達第 29-2号 

(4) 「文書分類基準」総務部長通達第 15-3号 

(5) 「文書保存期間等の基準」総務部長通達第 15-4号  

(6) 「法人文書ファイル保存要領」総務部技術資料(APX-11002)  

(7) 「法人文書ファイル等の管理の手引き」総務部技術資料(APX-11003)  

(8) 「調達仕様書等の制定手続き及び番号付与について」経営企画部長決定第 15-2号 

(9) 「技術資料の作成要領」セキュリティ・情報化推進部長決定第 20-1号  

(10) 「技術資料の採番要領」セキュリティ・情報化推進部技術資料（PCX-08003）  

https://www.in-jaxa/fw/dfw/iwlx/nlweb/houmuka/kitei/h_data/7/b_kikaku15_2.htm


 

(11) 「成果を報告する文書等の取扱について 」セキュリティ・情報化推進部技術資料（PCX-03002）  

(12) 「コンフィギュレーション管理実施要領」安全・信頼性管理部長通達第 16-3号 

(13) 「技術仕様書（コンフィギュレーション識別文書等）の作成処理手続」安全・信頼性管理部技術資料

（CRM-103001） 

(14) 「技術仕様書、承認図等（コンフィギュレーション識別文書）の変更管理処理手続き」安全・信頼性管理

部技術資料（CRM-103002） 

(15) 「コンフィギュレーション記録の作成手続」安全・信頼性管理部技術資料（CRM-103003） 

(16) 「承認図等（コンフィギュレーション識別文書等）の承認手続」安全・信頼性管理部技術資料（CRM-

103005） 

(17) 「契約に基づく提出文書の受付処理手続きについて」総務部技術資料（APX-04011） 

(18) 「決裁規程」規程第 15-20号 

(19) 「業務連絡書等の取扱規則」 総務部長決定第 15-2号 

(20) 「第一宇宙技術部門 技術情報の蓄積と活用に関するガイドライン」第一宇宙技術部門技術資料

（FTA-2019006） 

 

3.1.3. 事務手続き上必要な適用文書 

(1) 「検査実施要領」安全・信頼性管理部長・契約部長通達第 16-1号 

(2) 「成果を報告する文書等の取扱について」セキュリティ・情報化推進部技術資料（PCX-03002）  

 

3.1.4. 関連文書 

(1) 2020年度下期～2022年度上期 JAXA文書管理運用支援業務（JX-PSPC-******） 

 

3.2. 適用法規 

(1) 労働基準法（昭和 22年 4月 7日法律第 49号） 

(2) 労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

(3) 公文書等の管理に関する法律(平成 21年 7月 1日法律第 66号) 

(4) 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平成 13年 12月 5日法律第 140号) 

(5) 個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）  

(6) 国等による環境物品等の調達の推進に関する法律(平成 12年 5月 31日法律第 100号) 

(7) 環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成 13年 2月閣議了解） 

(8) その他、本業務に関係のある法令、条例及び規則等を遵守すること。 

 

4. 用語の定義 

本仕様書で記載されている用語の説明を表 4-1に示す。 

 

表 4-1 用語の説明 

用語 説明 

文書 JAXA の役員又は職員が職務上作成し、又は取得した、紙資料、電磁的記



 

録の総称及びその登録単位。 

バインダ 媒体を綴じ込んだ綴じ具の総称とその登録単位をいう。例としてパイプ式フ

ァイルや紙フォルダ、CD ケースが該当する。１ないし複数の文書を綴じ込ん

で構成される。 

書誌 属性項目、電子ファイル等で構成される文書・バインダの付随情報の一式

の総称。 

属性項目 文書またはバインダの記載内容を端的に示し、かつ検索性を向上させ媒体

の管理を効率よく行うために、設定される項目をいう。また、文書関連の規

程、通達、部長決定等のルール類(以下「ルール類」という)に基づく項目も設

定される。件名、アクセス範囲、保存期間、保存場所等の項目がある 

電子ファイル ファイルサーバーや文書管理システム等に保存される電子計算機上に保存

される電磁的記録。Word、Excel、Powerpoint、PDFなどがある。 

原本 JAXA内で管理する主管部署の唯一のもの。 

正本 部署毎に管理する正式配付物。部署に一つである。 

副本 原本、正本に当てはまらないもの。 

アクセス範囲 文書又は電子ファイルが収められたサーバーにアクセスできる者の範囲。

部署限定、機構限定、個人限定等がある。属性項目のひとつ。 

登録依頼 

 

文書管理システムを使用して職員が端末から文書やバインダの登録依頼を

行うこと。 

成果報告書保管センター 筑波宇宙センター内にある、成果報告書及び協定類文書の保管書庫とその

運用体制。 

保存センター 筑波宇宙センター内にある、紙媒体等の資料の長期保管倉庫とその運用

体制。 

プロジェクト情報システム

（PIMS） 

JAXA が整備した計算機システム。JAXA の衛星プロジェクト等で利用され、

以下の 2つのシステムで構成されている。 

・GODOC（文書管理用システム） 

・GOSCH（スケジュール管理システム） 

 

5. 業務範囲 

5.1. 実施対象部署及び所在地 

本業務の実施対象となる事業所ごとの部署数を表 5-1 に示す。新規開設の目標数については、本仕様

書別添 1-1の 2項(1)に示す。利用部署の詳細は別添 1-2に示す。 

表 5-1 PIMSの事業所ごとの実施対象部署数 

事業所 
GODOC 

（文書管理システム） 

GOSCH 

（スケジュール 

管理システム） 

東京事務所 1 1 

筑波宇宙センター 17 16 

相模原キャンパス 10 9 

計 28 26 

 

5.2. 取扱う文書の範囲 

取扱う文書の範囲を以下に示す。詳細は、上記 3.1.3 項(1)の検査実施要領に基づき JAXA が任命する

JAXA検査員等（以下、「検査員等」という。）と調整の上、決定すること。 

プロジェクト情報管理システム（以下、「PIMS」と言う。）に登録された文書を 6.1項業務の対象とする。 



 

未登録文書のうち、PIMS登録作業の対象となる文書種類及び文書種類ごとの対象部署を表 5-2に示す。 

電子ファイルの登録は文書種類すべてを対象として実施する。 

 

表 5-2 PIMS管理対象となる文書種類及び対象部署 

No. 文書種類 対象部署 

1 成果報告書 全実施対象部署 

2 技術資料 全実施対象部署 

3 技術仕様書 全実施対象部署 

4 契約提出文書 全実施対象部署 

5 各部管理資料 全実施対象部署 

 

5.3. 実施期間 

2020年 10月 1日～2022年 9月 30日 

原則として、JAXA の勤務日（土・日・祝祭日及び 12 月 29 日～1 月 3 日年末年始期間を除く平日)・

時間（9:30～17:45）に準拠し業務を実施するものとするが、JAXA に支障の無い限り、検査員等と協議

の上、上記以外の日、時間帯で業務を行えるものとする。 

 

6. 業務に対する要求 

JAXA が作成又は取得する文書等に対して、以下に示す業務を実施すること。その際、業務ごとの各作

業手順は、上記 3.1 項を参照すること。ただし、本仕様書と相違がある場合は、本仕様書を優先するものと

する。また、業務ごとの作業発生予定量は、本仕様書別添資料を参照すること。特に記載のない限り発生

に応じた通年の作業として実施すること。 

 

6.1. プロジェクト情報管理システム（PIMS）を使用した支援業務 

以下に示す作業を実施すること。作業にあたっては上記 3.1.1項の各手順書に沿って実施すること。 

 

6.1.1. 文書の登録・維持 

以下の作業を行うこと。 

(1) 職員が文書を提出した際、文書に不備がないか確認を行うこと。不備があった場合は、当該職員に

確認を行うこと。 

(2) 本項(1)の文書をPIMSに速やかに登録すること。職員の提出した文書が紙文書の場合は、スキャニン

グによる電子化を行うこと。技術資料及び技術仕様書について、PIMSの登録情報および紙文書に対

する旧版の識別管理を行うこと。 

(3) 紙文書についてバインダにファイリングすること。また、ファイリングの際、タックを作成すること。 

(4) JAXAの組織変更や移転等に伴い、PIMSに登録されている文書の書誌情報を検査員等と調整のうえ、

最新の情報に維持すること。 

 

6.1.2. JAXA文書管理システムへのデータ伝送 

(1) 四半期に一度、上記6.1.1項で登録・維持した文書のうち成果報告書、技術資料、技術仕様書、契約



 

提出文書について、PIMSの送信機能を用いてJAXA文書管理システム(以下、「JASMINE」という。)に

登録すること。 

(2) 送信後、取り込みエラーの有無を確認すること。PIMSにおいて、PIMSから JASMINEへ登録・修正す

るためのCSVファイルのFTP処理のエラー及び、CSVファイル取込完了後にエラーが発生した場合、

出力されたログの確認を行うこと。 

(3) 上記エラー発生時は、CSV ファイルの送信元の衛星プロジェクト等に修正とデータの再送信を行うこ

と。エラーの発生元が JASMINEの場合は、機構の JASMINE担当職員に連絡を入れ、保守業者に対

応の依頼を行うこと。 

 

6.1.3. 環境変化に対する対応 

JAXA における本作業に関連する環境変化に対し、以下のとおり対応すること。なお、提案内容は、検査

員等と協議の上、実施に移すものとする。 

(1) 規程類の改正及び部署の移転等に対する対応 

本作業で適用する文書管理に必要な JAXA 規程類及び適用法規の改正、事務所・執務室の移転等

がある場合に、本作業を効率的に実施できるよう対応及び運用手順の検討を行い検査員等に提案す

ること。 

(2) 情報管理システムの変更に対する対応 

JAXAが用意した情報システムや OA機器に変更があった際、新しいシステムや機器を利用した運 

用手順等の検討を行い、検査員等に提案すること。  

 

6.1.4. 作業手順等の更新管理 

6.1項の作業を行う上で使用する上記3.1.1項の手順・設定内容等を記載した手順書等の更新管理を

行うこと。 

 

6.1.5. PIMSの運用に必要な情報の維持・管理 

(1) 利用開始時の支援 

新たな部署がPIMSの利用を開始する場合に必要となる文書管理手順の説明を行うこと。また、PIMS

上必要な環境を構築すること。 

(2) 運用管理支援 

① PIMS利用部署ごとに、PIMSに対するアクセス権、文書の分類等の設定情報を維持・管理すること  

② PIMS開発元が行うメンテナンス作業等に際して、PIMS利用部署との間で日程等の連絡調整を行う

こと。また、必要な設定情報は検査員等に確認のうえPIMS開発元に提供すること。 

③ PIMSの仕様と異なる動作を確認した時は、検査員と調整のうえ、必要に応じて適切な処置を行うこ

と。特に障害と判断した場合は、原因を調査し、切り分けを行い、検査員・ユーザ・保守業者等へ連

絡を実施すること。 

④ 障害が発生した場合は、保守業者の障害原因追及のための支援を実施すること。 

⑤ PIMS利用部署からのソフトウェア改善に関する要望を適宜とりまとめ、機能改修にかかる調整を実

施すること。 

 



 

6.1.6. 問合せ対応 

本作業で適用する文書管理に必要な JAXA 規程類及び適用法規等ルール、ファイリング等整理方法・手

順、PIMSの操作方法等について、役職員等からの問合せ対応を行うこと。 

 

6.1.7. 利用者支援及び文書管理の啓発 

(1) 情報の検索 

職員からの文書等検索の直接依頼に対し、PIMSまたは JASMINEから検索を行い、結果を依頼者に通

知すること。 

(2) 提供依頼の受付け及び文書の提供 

他部署の職員が PIMS を利用している各部署の文書等に対して提供依頼をしてきた場合、運用員は依

頼者に理由を確認するとともに、当該機構文書等の管理担当部署の情報セキュリティ管理者等に提供

について了解を得たうえで、提供の処理を行うこと。 

(3) 集合研修の開催 

役職員等に対し、文書管理手法、運用手順、PIMS の操作方法等の集合研修を行うこと。実施頻度は、

対象部署または事業所ごとに各年度 1 回程度行うものとするが、本作業の運用状況及び役職員等の

利用状況等を考慮し、検査員等と協議し決定するものとする。 

(4) サポートサイトの構築・維持管理 

JAXA のイントラネットを利用し、上記 6.1.6 項の問合せ対応及び本項(1)の研修の資料等を含む利用者

を支援するサポートサイトを構築、維持管理すること。なお、サポートサイトの運用サーバは、JAXA で

用意するものとする。 

 

6.2. 付随する業務 

(1) JAXAは契約相手方に対し、本業務を行う上で必要となるファイリング用品等の消耗品を支給する。 

(2) 消耗品の使用にあたっては、無駄な使用のないようにすること 

(3) 検査員等の指示があった場合は、3.1.4項の受託業者が管理する消耗品等の引き渡しを受けること。 

 

7. 業務の実施体制に対する要求 

7.1. 本業務の実施体制に対する要求 

契約相手方は、本業務を実施するため、以下の条件を満足する体制を整備・維持すること。 

(1) 本業務の実施状況や運用員の業務全般にわたる運営の管理を行う者（以下「実施監督員」という）を

1名おくこと。 

(2) 上記 5.1 項のエラー! 参照元が見つかりません。に示す事業所に、各部署において発生する業務に

応じ、運用員を配置または派遣すること。 

(3) 業務にあたっては、作業グループ（7.2.2 項の有資格者及び経験者の運用員を配置する単位）を構成

すること。 

(4) 必要に応じて本項(2)(3)で示す作業グループに対し、実施監督員の補佐を行う者（以下「補助監督員」

という）を置いてもよい。 

(5) JAXA の業務の繁忙、文書、バインダ等の発生状況あるいは JAXA の組織変更等に対応すること。

なお、組織変更の際の対象は移行組織のみとし、新規に発足した組織の取扱いは、検査員等と協議



 

のうえ確定すること。 

(6) ISMS に認証された情報セキュリティ及び情報管理に関するルールを有し、それに基いた教育を受講

させた者を本契約にあたらせること。また、その教育は継続的に行うものとすること。 

(7) JAXA が主催するセキュリティ、環境管理等の講習、避難訓練等に本契約の従事者を参加させること。 

 

7.2. 本業務の従事者に対する要求 

7.2.1. 実施監督員及び補助監督員 

(1) 上記 7.1項(1)において指示する実施監督員は、以下の条件を満足すること。 

① 文書管理の監督業務経験（文書を登録・管理するシステムを使った登録・書誌の維持管理、文書

の廃棄・問合せ対応等の文書管理業務をチーム体制で実施するにあたり、とりまとめ・進捗管理、

各作業の品質管理、各種調整等チームを統括する業務を行った経験）を 3年以上有すること。 

② 文書管理の実務経験（文書を登録・管理するシステムを使った登録・書誌の維持管理、文書の廃

棄・問合せ対応等の文書管理業務）を 3年以上有すること。 

③ 以下のいずれかの資格を有すること。 

・社団法人日本経営協会認定の公文書管理検定実務編以上 

・財団法人全日本情報学習振興協会認定の個人情報保護士 

④ 以下のいずれかの資格を有すること。 

・ 社団法人日本経営協会認定のファイリング･デザイナー検定 2級以上 

・ 社団法人日本経営協会認定の電子ファイリング検定 B級以上 

・ 社団法人日本画像マネジメント協会認定の文書情報管理士 2級以上 

・ 一般社団法人 日本記録情報管理振興協会認定の記録情報管理者 2級以上 

・ 財団法人全日本情報学習振興協会認定の情報セキュリティ検定 2級以上 

・ 独立行政法人情報処理推進機構の情報処理技術者（情報セキュリティマネジメント）認定者 

(2) 上記 7.1 項(4)において補助監督員をおく場合は、本項(1)②の実務経験を有するとともに、本項(1)③

または④のうちいずれかひとつの資格を有すること。 

(3) 実施監督員もしくは補助監督員は、検査員等に対し業務実施の状況報告や調整及び契約遂行上の

実施改善提案を適宜行うこと。 

 

7.2.2. 運用員 

下記6項で定める業務を実施するにあたり、以下に示す要求を充足する運用員を配置させること。 

(1) 作業グループごとに 1名以上、7.2項(1)③または④のうちいずれかひとつの有資格者をおくこと。 

(2) 各作業グループに 2年以上の文書管理の実務経験者を 1名以上配置すること。 

(3) 未経験者を配置する場合は、十分な教育をしたのち文書管理実務 2年以上の経験者とペアで作業に

従事する期間を最低 2週間、配置前に設けること。 

(4) システム運用員は、2 年以上のシステム運用管理の実務経験者または、7.2.1 項(1)④の情報セキュリ

ティに関するいずれか一つの有資格者を 1名以上配置すること。 

 



 

8. 業務の実施方法 

8.1. 実施計画書の作成 

契約相手方は、本業務について下記の事項を含む実施計画書を作成し、落札業者決定後業務開始 1 週

間前までに提出し、JAXA の承認を得ること。また、内容に変更を生じた場合は維持を行い再提出をするこ

と。 

① 概要 

② 実施組織および体制 

③ 情報セキュリティ管理体制 

④ 実施場所 

⑤ 実施方法 

⑥ スケジュール 

⑦ その他関連事項 

 

8.2. 連絡会議の開催 

契約相手方は、本業務の実施状況や調整事項の報告、調整を行うための連絡会議を当該契約期間内に

おいて四半期毎に１回実施すること。なお、上記連絡会議以外にも、必要に応じて検査員等と調整の上、調

整会議を行うものとする。 

 

8.3. 業務報告書の作成 

契約相手方は、本業務の業務実績の報告書を 1 ヶ月単位で作成し、検査員等に提出すること。なお、報

告書は各作業別かつ部署及び事業所毎にわかるよう作成すること。 

 

8.4. 業務実施手順書の作成、維持、改訂 

契約相手方は、本業務を遂行するために実施している各作業の手順を文書として作成、維持、改訂し、

提出すること。(エラー! 参照元が見つかりません。項及び 6.1.3項における更新管理の記載を含む) 

 

9. 業務を実施する上でのその他の条件 

9.1. 使用機器 

本業務の実施にあたり、表 9-1 に示す機器等の共用・貸与を行う。それ以外に本業務を遂行する上で必

要とする機器がある場合、検査員等と協議することとする。ただし、協議の結果、JAXA から共用・貸与が行

えない場合、それら機器を契約相手方が用意するものとする。また、検査員等と調整し、JAXA に対し必要

なネットワークの接続等の申請手続きを行うこと。 

表 9-1 共用・貸与機器一覧 

機器名称 区分 備考 

データ入力管理用パーソナルコンピ

ュータ 

貸与 ネットワークに接続 

台数については、検査員等と調整の上確定

する。 

コピー・FAX・スキャナ複合機 共用 各実施場所に設置 



 

プリンタ 共用 各実施場所に設置 

台車 共用 各実施場所に設置 

 

9.2. 管理物品等の使用 

(4) 本業務の実施にあたり、必要とする電力及び水は支障のない限り無償で支給するものとする。 

(5) 本業務の実施にあたり、実施監督員、補助監督員、運用員において電子メールの使用が必要な場合

は、JAXA が別途用意する電子メールシステムを無償で使用することができる。なお、利用開始にあた

っては、検査員等に対し、所定の申請を行うものとする。 

(6) 上記 9.1 項によって共用・貸与した機器等に不具合が生じた際、不具合が発生した状況及び機器の現

状をまとめ、検査員等に報告すること。 

(7) 本業務の実施にあたり、契約相手方は、東京事務所で要員が常駐する場所の確保に伴い発生する経

費を本項(1)にかかわらず負担すること。 

 

9.3. 宅配便の利用 

(1) 本業務の実施にあたり、上記 5.1項で示した実施場所間で物品（JAXA文書等や消耗品など）の輸送が

必要となった場合、JAXAが経費を負担して別途契約をする宅配便業者を利用できるものとする。また、

5.1項で示した以外の場所に輸送する場合は、検査員等と調整の上、行うものとする。 

(2) 宅配便を利用した場合、その輸送記録を保管し、検査員等に報告すること。 

 

9.4. 著作権の取扱い 

契約相手方は、本業務において発生した国内及び海外における著作権法第 27条及び第 28条に規定す

る権利を含む著作権の全てを JAXA に継承すること。また、契約相手方は、当該著作に関する JAXA の行

為に対して、著作者人格権（著作権法第 18条から第 20条に定められる権利）を行使しないものとする。 

 

9.5. 契約終了時の業務の引継ぎ 

(1) 引継ぎ（民間事業者が行う引継ぎ・準備作業） 

本業務を新たに実施することとなった民間事業者は、本業務の開始日までに、業務内容を明らかにした

書類等により、JAXAから業務の引継ぎを受けるものとする。 

なお、民間事業者が行う引継ぎや準備行為等に対して、民間事業者に発生した費用は民間事業者の

負担とする。 

JAXA は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行請負者及び民間事業者に対して必要な措置を講

ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

 

(2) 請負期間満了後の際、業者変更が生じた場合の引継ぎ 

本業務の終了に伴い業者が変更となる場合には、民間事業者は、本業務を遂行するために必要な業

務内容を明らかにした書類等により JAXA に対し引継ぎを行うものとする。その際、JAXA から質問があっ

た場合も対応すること。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、JAXA負担とする。 

JAXA は、当該業務が円滑に実施されるよう、民間事業者及び次回業者に対して必要な措置を講ずる



 

とともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

 

9.6. 本仕様書の疑義等 

本仕様書について疑義が生じた場合は契約相手方実施監督員もしくは補助監督員と検査員等で協

議し、決定するものとする 

 

10. 確保されるべきサービスの質 

契約相手方は、以下を確保されるべきサービスの質とする。いずれの場合も職員に原因が由来して

質が確保できなかった場合を除く。 

(1) 契約相手方は、6 項に定めた作業毎の内容及び実施計画書(8.1 項)に沿って、本業務を適切に行うこ

と。 

(2) PIMSの新規利用部署を別添 1-1(1)の目標値以上にすること。 

(3) 技術情報は日々、利用し活用できることで本業務の評価が確認できる。利用部署に対し以下の趣旨を

含むアンケートを行い上位 2段階で 6割以上を達成すること。 

それぞれ４段階（満足、ほぼ満足、やや不満足、不満足）に分けて評価をする。全回答の 60%以上が満

足、またはほぼ満足の回答であることをもって判断する。ただし、利用したことがないサービスは対象

外とする。 

・速やかに PIMSに情報を登録したか 

・登録内容に誤りはなかったか 

・研修はわかりやすかったか 

・操作等が分からなかった時の対応は速やかに行われたか。 

・その説明はわかりやすかったか 

・情報の検索依頼をした時に速やかに提供されたか 

 

11. 検査 

契約相手方は、本業務の履行にあたり上記 3.1.3項(1)の文書により検査員等の検査を受けること。 

検査員等は契約書、本仕様書、 8.1 項の実施計画書、JAXA が指定した文書及びそれらの適用文書に

基づいて契約相手方が業務を履行したことを確認するための検査を行う。契約相手方は、検査員等の業務

に対し十分協力し、必要となる便宜を図ること。 

また、契約相手方は、官公庁等の検査に対しても必要な代行または協力を行うこと。なお、検査に資料等

は、原則として契約相手方が準備するものとする。 

 

12. 提出文書 

 本業務の提出文書等を、表 12-1に示す。 

表 12-1 提出文書等 

No 文書名 部数 提出期限 区分 備考 

１ 
実施計画書 

（8.1 項の記載項目を含
２部 

落札業者決定後業務開始 1

週間前まで 
承認  



 

むこと） 

２ 業務報告書 １部 1 ヶ月に一度 提出 

毎月はメールで提出。

年度末に 1 年間分を提

出。電子媒体とする。 

３ 業務実施手順書 

１部 
2021年 3月 31日 

2022年 3月 31日 
提出 

電子媒体（編集可能な

ファイルを含む）1 部と

する 

2部 2022年 9月 30日 提出 

紙媒体及び電子媒体

（編集可能なファイルを

含む）各 1部とする 

※「承認」とは、JAXAの承認を要するもの。「提出」とは、提出のみでよいもの。 

※提出先は、14項納入先(筑波宇宙センター)とする 

 

13. 納入品 

 本業務の納入品等を、表 13-1に示す。 

表 13-1 納入品等 

No 文書名 部数 提出期限 備考 

１ 業務完了報告書 １部 

2021年 3月 31日 

2022年 3月 31日 

2022年 9月 30日 

 

 

14. 納入先 

宇宙航空研究開発機構  セキュリティ・情報化推進部  

  茨城県つくば市千現２－１－１ 筑波宇宙センター 

以上 



 

別添 1-1  

別添 1-1 業務ごとの各作業別発生予定量 

 

1. 本資料の目的 

本資料は、各作業別発生予定量をまとめたものである。 

                                              ＊数字は後日反映 

2. プロジェクト情報管理システム（PIMS）を使用した文書管理支援の発生予定量 

(1) 新規開設目標数 

PIMSの各システムの新規開設の目標件数を以下に示す。 

年度 
GODOC 
（文書管理 
システム） 

GOSCH 
（スケジュール 
管理システム） 

2020年度下期 １ 1 

2021年度 2 2 

2022年度上期 1 1 

 

(2) 文書登録等 

事業所別の文書登録等の予定件数を以下に示す。 

① 筑波宇宙センター 

年度 
文書登録 

件数 

電子化 

枚数 

旧版識別

件数 

ファイリン

グ件数 
維持件数 

2020年度下期 4,000 80,000 200 2,000 2,000 

2021年度 4,800 96,000 240 2,400 2,400 

2022年度上期 2,400 48,000 120 1,200 1,200 

 

② 相模原キャンパス 

年度 
文書登録 

件数 

電子化 

枚数 

旧版識別 

件数 

ファイリン

グ件数 
維持件数 

2020年度下期 850 17,000 45 425 425 

2021年度 1,000 20,000 50 500 500 

2022年度上期 500 10,000 25 250 250 

 

③ 東京事務所 

年度 
文書登録 

件数 

電子化 

枚数 

旧版識別 

件数 

ファイリン

グ件数 
維持件数 

2020年度下期 170 3,400 10 170 85 

2021年度 200 4,000 10 200 100 

2022年度上期 100 2,000 5 100 50 

 

 

 

 

 



 

別添 1-2  

別添 1-2 実施部署詳細リスト 

 

NO 事業所 プロジェクト GODOC GOSCH 

1 筑波 ALOS-2 プロジェクトチーム  ○ ○ 

2 筑波 GCOM プロジェクトチーム  ○ ○ 

3 筑波 GOSATプロジェクトチーム  ○ ○ 

4 筑波 GOSAT-2プロジェクトチーム  ○ - 

5 筑波 GOSAT-GWプロジェクトチーム  ○ ○ 

6 筑波 GPM/DPR プロジェクトチーム  ○ ○ 

7 筑波 技術試験衛星 9号機プロジェクトチーム  ○ ○ 

8 筑波 衛星測位システム技術ユニット  ○ ○ 

9 筑波 高精度測位システムプロジェクトチーム ○ ○ 

10 筑波 SLATSプロジェクトチーム  ○ ○ 

11 筑波 先進光学衛星プロジェクトチーム ○ ○ 

12 筑波 先進レーダ衛星プロジェクトチーム ○ ○ 

13 筑波 EarthCARE/CPRプロジェクトチーム  ○ ○ 

14 筑波 新型宇宙ステーション補給機プロジェクトチーム ○ ○ 

15 筑波 革新的衛星技術実証グループ  ○ ○ 

16 筑波 誘導・制御グループ  - ○ 

17 筑波 SSA プロジェクトチーム ○ ○ 

18 筑波 XRISMプロジェクトチーム  ○ - 

19 相模原 ASTRO-H プロジェクトチーム  ○ ○ 

20 相模原 BepiColombo プロジェクトチーム  ○ ○ 

21 相模原 ジオスペース探査衛星プロジェクトチーム  ○ ○ 

22 相模原 はやぶさ 2プロジェクトチーム ○ ○ 

23 相模原 次世代赤外線天文衛星プリプロジェクト  ○ ○ 

24 相模原 惑星分光観測衛星プロジェクトチーム  ○ ○ 

25 相模原 JUICEプリプロジェクトチーム  ○ ○ 

26 相模原 SLIMプロジェクトチーム  ○ - 

27 相模原 科学衛星運用・データ利用ユニット  ○ ○ 

28 相模原 小型 JASMINEプリプロ候補チーム  ○ ○ 

29 東京 JDRSプロジェクトチーム  ○ ○ 

 

以上 

 


